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文化観光局が所管する外郭団体の協約マネジメントサイクル 

に基づく評価結果について 
 

本市では、各外郭団体が一定期間における主要な経営目標を本市との「協約」として掲げ、経営

の向上を促進する「協約マネジメントサイクル」の取組を進めています。 

27 年度から各団体において取組を進めている「協約」については、横浜市外郭団体等経営向上委

員会（以下「委員会」という）を活用し、協約の進捗状況及び経営を取り巻く環境の変化への対応

に関する評価を毎年度実施し、マネジメントサイクルの効果の向上及び団体経営の健全化を図って

いくこととしています。 

この度、これまでの取組実績を踏まえ、委員会による評価を実施しましたので、評価結果等につ

いて御報告いたします。 

 

 

１ 公益財団法人 横浜市芸術文化振興財団の評価結果について 

(1) 26 年度に定めた団体経営の方向性等 

ア 団体経営の方向性 

「引き続き経営の向上に取り組む団体」 

イ 協約の期間 

平成 27～29 年度 

 

(2) 協約目標の取組結果（抜粋） 

ア  公益的使命の達成に向けた取組 

イ 財務の改善に向けた取組      

 

 

 

 

取組 25 年度実績 27 年度実績 29 年度目標 進捗状況 

①専門文化施設４施設の利用

者数 

429 万人 

 (23-25 累計） 

123 万人 利用者数累計 

435 万人 

（27-29 累計） 

やや遅れ 

②海外との連携による発信力

の高い“横浜オリジナル事

業”の創造・発信 

１事業 

 （23-25 累計） 

１事業 海外での事業

実施２事業

（27-29 累計） 

順調 

③子ども対象事業の参加人数

の確保 

124 千人 142 千人 130 千人 達成 

取組 25 年度実績 27 年度実績 29 年度目標 進捗状況 

利用料金、入場料収入等自己

収入の安定的な確保 

（自己収入割合の向上） 

（経常収益－指定管理料収益－

受取横浜市補助金）÷経常費用 

39% 35% 40% やや遅れ 

市民・文化観光・消防委員会 

配 付 資 料 

平 成 2 8 年 1 2 月 1 2 日 

文 化 観 光 局 
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ウ 業務・組織の改革      

      

(3) 協約目標設定後に生じた課題等 

東京 2020 オリンピック・パラリンピックの文化プログラムを契機とした、話題性・集客性

のある事業の企画・実施による発信力の強化が課題となっている。 

    また、サステイナブルな組織運営構築のための本部のガバナンス力向上が求められる。 

 

(4) 28 年度経営向上委員会の評価結果及び助言 

 

 

 

 

(5) 評価結果を受けた所管局・団体の振り返り 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組 25 年度実績 27 年度実績 29 年度目標 進捗状況 

舞台芸術及び美術分野におい

て高い専門性を持ち、マネジ

メントや事業のプロデュー

ス、アーティストを支援でき

る能力を持った職員の育成・

確保 

「財団における

専門人材のあり

方に関する提

言」策定 

８人 専門職員 10

名以上の指

定・配置 

順調 

評価結果 委員会助言 

引き続き取組を推進 協約の取組目標については、おおむね順調に進捗しているが、専門

文化施設の利用者数や自己収益の確保の取組がやや遅れているため、

自己収入の安定的な確保に向け、施設の利用者数の増加や収益の増加

に向けた取組が必要である。 

引き続き、中長期的な視点に立った専門性の高い人材育成を進め、

本市における芸術文化の発信と、すそ野を広げる取組が求められる。 

 各施設において、魅力ある事業の企画力及びターゲットを絞ったプロモーションの向上を

図ることで、専門文化施設の利用者数の着実な増加、自己収入割合の確保につなげていき、

協約目標達成を目指したい。 

 また、引き続き専門人材の評価方法の見直しや成果の共有を図ることで、広く横浜の文化

芸術に寄与する団体として組織強化を図るとともに、目標を達成した子ども対象事業につい

ても、局の重点施策であるクリエイティブ・チルドレンに資するため、拡充に努めていく。 

※委員会による評価は、以下の４つの評価分類から、団体ごとに決定しています。 

①引き続き取組を推進 ②取組の強化や課題への対応が必要 

③協約の見直しが必要 ④団体経営の方向性の見直しが必要     
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２ 公益財団法人 三溪園保勝会の評価結果について 

(1) 26 年度に定めた団体経営の方向性等 

ア 団体経営の方向性 

「引き続き経営の向上に取り組む団体」 

イ 協約の期間 

平成 27～29 年度 

(2) 協約目標の取組結果（抜粋） 

ア  公益的使命の達成に向けた取組 

イ 財務の改善に向けた取組 

ウ 業務・組織の改革に向けた取組      

 

(3) 協約目標設定後に生じた課題等 

   東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会開催を見据え、文化財を整備するだけで 

なく、「魅せる文化財」として積極的に利活用することが求められている。その中で、文化財

建造物の大規模修繕や耐震化対策、また将来にわたる安定的な整備や施設運営を行うための財

政基盤強化及び運営に携わる人員確保・育成が必要である。 

 また、さらなる集客や施設の利用促進、時代のニーズに即した事業展開等と併せて、中長期

的な視点で、資金の確保と運営体制の安定化に取り組む必要がある。 

 

(4) 28 年度経営向上委員会の評価結果及び助言 

 

 

 

 

(5) 評価結果を受けた所管局・団体の振り返り 

    

 

 

 

 

 

取組 26 年度実績 27 年度実績 29 年度目標 進捗状況 

①入園者数の増 422,476 人 442,702 人 485,000 人 順調 

②外国人入園者数の増 27,347 人 34,620 人 38,000 人 順調 

取組 26 年度実績 27 年度実績 29 年度目標 進捗状況 

事業収入の増 274,271 千円 280,370 千円 290,000 千円 順調 

取組 26 年度実績 27 年度実績 29 年度目標 進捗状況 

庭園ボランティアの活躍の場

の提供及び機会の拡大 

延べ 600 人 延べ 722 人 延べ 750 人 順調 

評価結果 委員会助言 

引き続き取組を推進 協約の取組目標については順調に取り組まれている。また、他に団

体の経営状況に新たな課題は確認されない。 

 但し、古建築等の維持・大規模修繕には多額の費用が掛かることか

ら、将来に向けた設備資金の確保について検討する必要がある。 

 また、団体の健全な運営を進めるにあたり、適正な組織体制と人材

育成に取り組む必要がある。 

協約目標はいずれも順調に推移しており、今後も市の重点プロモーション事業と連携した

多様な情報発信や「ぶらり三溪園ＢＵＳ」開通、また外国客船寄港時の団体ツアー造成に向

けたＰＲ活動等により、協約目標の達成を目指したい。 

 引き続き、入園者数の増及び事業収入の増を図るとともに、運営に携わる人員確保・育成

等に取り組み、横浜市の観光ＭＩＣＥ施策の重要拠点である三溪園の魅力を、一層高めてい

く。 

※委員会による評価は、以下の４つの評価分類から、団体ごとに決定しています。 

①引き続き取組を推進 ②取組の強化や課題への対応が必要 

③協約の見直しが必要 ④団体経営の方向性の見直しが必要     
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３ 公益財団法人 横浜観光コンベンション・ビューローの評価結果について 

(1) 26 年度に定めた団体経営の方向性等 

ア 団体経営の方向性 

「引き続き経営の向上に取り組む団体」 

イ 協約の期間 

平成 27～29 年度 

 

(2) 協約目標の取組結果（抜粋） 

ア  公益的使命の達成に向けた取組 

イ 財務の改善に向けた取組      

ウ 業務・組織の改革      

  

(3) 協約目標設定後に生じた課題等 

組織運営面では、専門知識を持った人材の育成及び賛助会員の満足度向上が課題となってお

り、財政面では、経営の安定性の観点から、預金の取り崩しをせず財団運営を行っていく必要

がある。 

 

(4) 28 年度経営向上委員会の評価結果及び助言 

 

 

 

 

取組 25 年度実績 27 年度実績 29 年度目標 進捗状況 

市内大学・研究機関での国際 

会議開催件数の増 

31 件 51 件 46 件 順調 

賛助会員数の増 528 団体 583 団体 570 団体 順調 

取組 25 年度実績 27 年度実績 29 年度目標 進捗状況 

財団経営強化のための財源の

確保（市補助金以外の事業収

入の増加） 

8,382 千円 10,508 千円 9,000 千円 順調 

取組 25 年度実績 27 年度実績 29 年度目標 進捗状況 

新たな人事評価制度の導入に

よる職員満足度の向上 

人事評価に関す

る職員からの意

見聴取 

新たな人事評

価制度の導入 

職員満足度が

27 年度より

向上している 

順調 

評価結果 委員会助言 

引き続き取組を推進 協約の取組目標については順調に取り組まれている。但し、課題で

ある賛助会員のメリット強化について、27 年度に実施した会員満足

度調査で約半分の会員が満足していない結果となっていることから、

原因究明と具体的な対策を講じる必要がある。 

 また、市の補助金の削減が団体の経営に大きく影響を及ぼすため、

将来に向けて安定的に経営するためには、団体の経験やノウハウ、ネ

ットワークを活かし、収益につながる事業を中長期的な視点で検討す

る必要がある。 

※委員会による評価は、以下の４つの評価分類から、団体ごとに決定しています。 

①引き続き取組を推進 ②取組の強化や課題への対応が必要 

③協約の見直しが必要 ④団体経営の方向性の見直しが必要     
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(5) 評価結果を受けた所管局・団体の振り返り 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 進捗状況はおおむね順調であるが、課題である賛助会員のメリット強化については、定期

的な満足度調査により会員ニーズの把握と施策への反映に努め、満足度向上による退会者抑

制と新規会員獲得につなげたい。 

 また、市補助金に依存しない運営体制を構築することは急務であり、収益事業の強化等に

よる収入拡大と、事業見直しによる支出抑制を並行して進め、経営状況の改善に取り組む。 
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４ 株式会社 横浜国際平和会議場の評価結果について 

(1) 26 年度に定めた団体経営の方向性等 

ア 団体経営の方向性 

「引き続き経営の向上に取り組む団体」 

イ 協約の期間 

平成 27～30 年度 

 

(2) 協約目標の取組結果（抜粋） 

ア  公益的使命の達成に向けた取組 

イ 財務の改善に向けた取組      

ウ 業務・組織の改革      

 

(3) 協約目標設定後に生じた課題等 

事業領域の拡大に向けた人員増強等を前倒しで実施しており、人件費等が増加しているた

め、予算の厳格な執行管理やターゲットを明確化した効率的なセールス活動による売上の増

加が課題となっている。 

 

(4) 28 年度経営向上委員会の評価結果及び助言 

 

 

 

 

(5) 評価結果を受けた所管局・団体の振り返り 

    

取組 25 年実績 27 年実績 30 年目標 進捗状況 

国際会議開催件数（実績） 123 件 93 件 100 件以上 

（4か年平均） 

やや遅れ 

外国人参加者数（実績） 16,800 人 23,992 人 12,000 人 

（4か年平均） 

順調 

取組 25 年度実績 27 年度実績 30 年度目標 進捗状況 

営業利益率 18.1％ 12.1％ 14.0％を維持 やや遅れ 

借入金等の早期繰上返済実施 未実施 未実施 実施 順調 

取組 25 年度実績 27 年度実績 30 年度目標 進捗状況 

新規受注 

（ＭＩＣＥ開催実績等を活かした

コンサルティング等） 

情報提供 ４件 ３件(期間中) 達成 

評価結果 委員会助言 

 

引き続き取組を推進 

 協約の取組目標について、やや遅れが認められるが、本市からの借

入金の早期繰上返済が行われる等、おおむね順調に進捗している。ま

た、他に団体の経営状況に新たな課題は認めらない。 

  引き続き、他施設に比べ稼働率の低い施設の利用促進等を通じて収

益の向上に取り組む必要がある。 

 「やや遅れ」となっている項目の目標達成に向けて、オール横浜としての連携強化により国

際会議を積極的に誘致するとともに、企業利用の増加に向けたセールス等により、展示ホール

等に比べて相対的に稼働率が低いアネックスホールの稼働率を上昇させることで収益の向上

に取り組む。 

※委員会による評価は、以下の４つの評価分類から、団体ごとに決定しています。 

①引き続き取組を推進 ②取組の強化や課題への対応が必要 

③協約の見直しが必要 ④団体経営の方向性の見直しが必要     
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５ 添付資料  

「平成 28 年度 総合評価シート」（答申抜粋 文化観光局所管団体部分） 

 

 

【参考】横浜市外郭団体等経営向上委員会等について 

１ 経営向上委員会概要 

設置根拠 横浜市外郭団体等経営向上委員会条例（平成 26 年９月 25 日施行） 

設置目的 
外郭団体等のより適正な経営の確保を図るとともに、外郭団体等に関して適

切な関与を行うため 

委 員 

（任期 2年） 

大野 功一 （関東学院大学 経済学部教授）【委員長】 

遠藤 淳子 （遠藤淳子公認会計士事務所 公認会計士） 

大江 栄  （エフ・ブルーム（株）代表取締役 中小企業診断士） 

鴨志田 晃 （横浜市立大学 学術院国際総合科学群経営学コース教授） 

田辺 恵一郎（プラットフォームサービス（株）代表取締役会長） 

ちよだﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑｽｸｴｱ（官民連携による中小企業者のﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾐｭﾆﾃｨ施設）運営会社を経営 

設 置 平成 26 年 10 月 21 日 

所掌事務 

１ 外郭団体等のより適正な経営を確保するための仕組み及び外郭団体等に

対する市の関与の在り方に関すること 

２ 外郭団体等の経営に関する方針等及びその実施状況の評価に関すること 

３ 外郭団体等の設立、解散、合併等に関すること 

４ その他外郭団体等に関し市長が必要と認める事項 

 

 

 


















	【納品】市会報告資料　
	04芸文振_H28年度　総合評価
	横浜市芸術文化振興財団

	05三溪園_H28総合評価　答申
	三溪園

	06ビューロー_H28総合評価　答申
	ビューロー

	07パシフィコ_H28総合評価　答申
	パシフィコ





